岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付事務取扱要領
　（目的）

第１条　この要領は、岩手県補助金交付規則（昭和32年岩手県規則第71号。以下「規則」という。）及び岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付要綱に基づく補助金の交付事務について必要な事項を定めるものとする。
（提出書類及び提出期日）

第２条　規則及びこの要領により広域振興局長（以下「局長」という。）に提出する書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表のとおりとする。
　（補助金交付決定及び通知）

第３条　局長は、前条に基づく地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付申請書（交付様式第１号）を受理した場合は、内容を審査し、適正と認めるときは、規則第５条に基づき補助金の額を決定し、交付様式第２号により補助事業者に通知するものとする。
　（補助金の変更申請）

第４条　補助金の交付の決定を受けた補助事業者は、交付の決定を受けた補助事業の内容に変更が生じた場合には、第２条に基づく地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付決定変更承認申請書（交付様式第３号）を局長に提出するものとする。

２　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた補助事業を中止し、又は廃止する場合には、第２条に基づく地域優良賃貸住宅供給促進事業中止（廃止）承認申請書（交付様式第４号）を局長に提出するものとする。
　（変更等の承認通知）

第５条　局長は、前条の規定による書類を受理した場合において、承認申請に係る補助事業の内容が適正であると認めたときは、地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付決定変更等承認通知書（交付様式第５号）により、当該補助事業者に通知するものとする。
　（事業が期日までに完了しない場合の報告）

第６条　補助事業者は、事業が予定期間内に完了しない場合は、地域優良賃貸住宅供給促進事業完了期日変更報告書（交付様式第６号）を局長に提出してその指示を受けなければならない。

　（申請の取下げ）

第７条　補助事業者は、補助金交付申請を取り下げる場合は、第２条に基づく地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金申請取下げ申出書（交付様式第７号）を局長に提出するものとする。

２ 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付決定通知を受領した日から起算して15日以内とする。
　（補助金の請求及び交付）
第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、第２条に基づく地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金請求書（交付様式第８号）を提出するものとする。
２　局長は、前項の請求を受けたときは、その内容を審査し、適正であると認められるときは、当該補助事業者に補助金を交付するものとする。
　（補助金の交付の決定等の取消し）

第９条　局長は、規則第15条の規定によるもののほか、不正な手段により補助金の交付を受けたと判断した場合は、当該交付の決定及び額の確定の全部又は一部を取り消すことができる。

２　局長は、前項の規定により取消の決定を行った場合には、その旨を補助金交付決定取消通知書（交付様式第13号）により当該補助事業者に通知するものとする。
　（報告、調査及び指示）

第10条　局長は、補助金の交付に関し必要と認める場合は、補助事業者に対し報告を求め、補助金に係る関係書類、その他必要な物件を調査し、又は必要な事項を指示することができる。
別表（第２条関係）

	条　項
	提出書類及び添付書類
	提出期日

	規則第４条の規定による書類（第３条関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付申請書（交付様式第１号）

・交付申請額の算出方法及び事業経費の内容（交付様式第９号～第12号）
・対象となる賃貸住宅の供給計画及び認定書の写し
	別に定める

	規則第６条第１項第２号の規定による書類（第４条第１項関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金交付決定変更承認申請書（交付様式第３号）

・変更の内容を示す書類
	変更の理由の生じた日から15日以内

	規則第６条第１項第３号の規定による書類（第４条第２項関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業中止（廃止）承認申請書（交付様式第４号）
	中止又は廃止の理由の生じた日から15日以内

	規則第６条第１項第４号の規定による書類（第６条関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業完了期日変更報告書（交付様式第６号）
	変更の理由の生じた日から15日以内

	規則第８条の規定による書類（第７条関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金申請取下げ申出書（交付様式第７号）
	補助金の交付決定通知を受領した日から15日以内

	規則第13条の規定による書類（第８条関係）
	・地域優良賃貸住宅供給促進事業補助金請求書（交付様式第８号）
・補助対象事業実績報告書（交付様式第９号、第10号）

・交付申請額の算出方法明細（交付様式第11号、第12号）
	補助事業が完了した年度内


　　　附　則
この要領は、平成24年６月20日から施行する。
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